施行事務取扱要領
別記第１号様式

開発計画事前協議書
　　　　　年　　　月　　　日

京都府知事　　　　　　　様

京都府　　　土木事務所長　　　　　　　様

計画者　住所　
氏名　
下記の開発行為について、都市計画法第２９条第１項の規定により許可を申請するに当たり別紙のとおり計画しましたので、事前に協議します。

記

１　開発区域に含まれる地域の名称

２　開発区域の面積

３　開発区域の市街化区域と市街化調整区域との区分の別、用途地域名、地区計画等
４　他の法令による規制の区域又は指定（該当するものを〇で囲むこと）
・　宅地造成工事規制区域
・　津波災害特別警戒区域

・　災害危険区域
・　地すべり防止区域

・　土砂災害特別警戒区域
・　急傾斜地崩壊危険区域

・　砂防指定地

・　自然公園の区域
・　風致地区

・　保安林の区域
・　文化財保護に係る指定（区域又は指定：　　　　　　　　　　　　　　　）
・　その他（区域又は指定：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

５　予定建築物等の用途

６　自己の居住の用に供するもの、自己の業務の用に供するもの、その他のものの別

７　工事施行予定期間

８　代理者の住所、氏名及び連絡先

９　設計者の住所及び氏名

10　工事施行者の住所及び氏名

11　計画戸数及び人口

12　進入路及びその他の道路計画

13　排水計画及び下水道計画（汚水処理計画を含む。）

14　上水道計画

15　公共施設（公園、広場その他）及び利便施設

16　都市計画事業の有無とその概要

17　他の法令による許認可等の手続状況

18　市街化調整区域内で開発行為を行う場合はその理由

19　工事計画概要

盛土量　　　　m3、切土量　　　　m3、土砂の搬出経路

20　添付図書

⑴　開発計画説明書（開発審査会に付議する場合のみ。別記第15号様式による。）
⑵　開発区域位置図　　　　　1/50,000以上

⑶　開発区域区域図　　　　　1/2,500以上

⑷　経路図　　　　　　　　　1/2,500以上

⑸　現況図　　　　　　　　　1/2,500以上

⑹　土地利用計画図　　　　　1/1,000以上

⑺　排水施設計画平面図　　　1/500以上

⑻　造成計画平面図　　　　　1/1,000以上

⑼　造成計画断面図　　　　　1/1,000以上

⑽　登記地図の合成図
⑾　現況写真
⑿　その他
注　１　あて先の京都府知事又は京都府土木事務所長のうち、当該許可申請の権限を有しない者を抹消してください。
　　２　都市計画区域外又は準都市計画区域外の区域内における開発行為の場合は、根拠条項は「第29条第２項」としてください。
３　法第34条の２第１項の規定による開発行為の協議の場合は、根拠条項は「第34条の２第１項」とし、「許可を申請」を「協議」としてください。
